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（4）高齢者と安全

ア　高齢者と交通安全

65歳以上の高齢者の交通事故死者数をみると、

平成17（2005）年は2,924人で、５（1993）年以

来12年振りに3,000人を下回ったが、交通事故死

者数全体に占める割合では42.6％と、16（2004）

年より1.2ポイント増加した。

交通事故死者数は、平成４（1992）年までは

16～24歳の若者が多かったが、５（1993）年に

高齢者が若者の死者数を上回り、その後も高齢

者の割合の増加と若者の割合の低下が続いてい

る（図１－２－64）。

また、65歳以上の高齢者の交通事故死者の状

態についてみると、「歩行中」が最も多く、全体

の半数近くを占めているが、近年は減少傾向に

あり、特に平成17（2005）年は前年に比べ１割

弱の減少となった。一方、「自動車運転中」の事

故死者数は、引き続き高い水準で推移しており、

高齢者の交通事故死者全体が減少する中で、「自

動車運転中」の占める割合は増加する傾向にあ

る（図１－２－65）。

次に、65歳以上の高齢運転者（原付以上）に

よる交通事故件数をみると、平成17（2005）年

は98,550件と、16（2004）年に比べ4.0％の増加

となった（全年齢階級の計では1.9%の減少）。高

齢運転者による交通事故件数は、運転免許保有

者の増加を背景として年々増え続けており、10

年前の７（1995）年と比較すると、65歳以上の

高齢者では2.4倍、75歳以上の後期高齢者では約

3.5倍と、高い伸びを示している（図１－２－

66）。

【高齢者の交通安全については、第２章第３

節４（３）ア「交通安全の確保」を参照。】

イ　高齢者と犯罪、災害

高齢者と犯罪、災害に関し、犯罪による65歳

以上の高齢者の被害の状況について、刑法犯被

害認知件数でみると、平成16（2004）年は20万
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資料：警察庁「交通事故統計」�
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図１－２－64 年齢層別交通事故死者数の推移
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1,168件で、全被害認知件数の9.2％を占めてい

る。

また、振り込め詐欺・恐喝事件のうち、いわ

ゆるオレオレ詐欺・恐喝事件の平成17（2005）

年の認知件数は6,854件である。そのうち年齢が

判明している被害者4,676人を分析したところ、

65歳以上の割合は47.3％となっている。

いわゆる「訪販リフォーム事犯」についてみ

ると、平成17年の被害人員等（詐欺の被害者数、

特定商取引に関する法律違反の契約者数等を計

上）は全体で24,173人と、前年（4,878人）のお

よそ５倍に急増した（被害額等（詐欺の被害額、

特定商取引に関する法律違反の契約額等を計上）

では16年：13億６千万円、17年：222億９千万

円でおよそ16倍）。そのうち65歳以上の高齢者

が占める割合については統計がなく明らかでは

ないが、独立行政法人国民生活センターに寄せ

られた、「訪問販売によるリフォーム工事」に関

する相談件数をみると、65歳以上の高齢者によ

るものが52.0％を占めており、前述の被害人員

等の件数においても相当の割合を高齢者が占め

ているとみられる。

65歳以上の高齢者の火災による死者数（放火

自殺者を除く。）についてみると、平成16（2004）

年は726人であり、全死者数の半分以上を占め

ている（図１－２－67）。

「平成18年豪雪による被害状況」（18年３月

末現在）についてみると、65歳以上の高齢者の

死者は98人で、全死者数の約３分の２を占めて

いる。また、その死亡状況をみると、約４分の３

が「屋根の雪下ろし等、除雪作業中の死者」で、

次いで「落雪等による死者」となっている（表

資料：警察庁「交通事故統計」��
（注）（　）内の数字は、交通事故死者数全体に占める65歳以上の高齢者の割合（％）�

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

（人）�

（年）�

501�
（16.7）�

514�
（16.6）�

323 359 404
461415 421

592�
（18.3）�

653�
（20.6）�

459 504

634�
（20.2）�

711�
（22.5）�

526

746�
（23.2）�

708�
（22.8）�617�

（19.6）�
620�

（19.7）�

388�
（12.9）�

563�
（18.8）�

1,536�
（51.2）�

10�
（0.3）�

23�
（0.7）�

21�
（0.6）� 9�

（0.3）�

1,555�
（50.2）�

578�
（18.7）�

428�
（13.8）�

1,658�
（51.2）�

572�
（17.7）�

397�
（12.3）�

1,588�
（50.5）�

584�
（18.6）�

347�
（11.0）�

10�
（0.3）�

1,566�
（49.7）�

584�
（18.5）�

372�
（11.8）�

9�
（0.3）�

1,572�
（49.5）�

564�
（17.8）�

376�
（11.8）�

9�
（0.3）�

1,559�
（49.6）�

597�
（19.0）�

344�
（10.9）�

5�
（0.2）�

1,555�
（49.1）�

533�
（16.8）�

362�
（11.4）�

11�
（0.3）�

1,517�
（47.2）�

585�
（18.2）�

357�
（11.1）�

7�
（0.2）�
�

1,487�
（47.8）�

609�
（19.6）�
�

298�
（9.6）�

492 498

715�
（23.5）�

6�
（0.2）�
�

1,491�
（48.9）�

511�
（16.8）�

323�
（10.6）�

499

704�
（24.1）�

7�
（0.2）�
�

1,372�
（46.9）�

508�
（17.4）�

333�
（11.4）�

522

692�
（22.0）�

8�
（0.3）�
�

1,500�
（47.7）�

578�
（18.4）�
�

366�
（11.6）�

1716151413121110９�８�７�６�
平成�
５�

その他�
歩行中�
自転車乗車中�
二輪車乗車中�
自動車乗車中�
自動車運転中�

図１－２－65 65歳以上の高齢運転者の状態別交通事故死者数の推移
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資料：警察庁「平成17年中の交通事故の発生状況」��
（注１）　原付以上運転者（第一当事者）としての交通事故件数��
（注２）　第一当事者とは、事故の当事者のうち、過失の最も重い者又は過失が同程度である場合にあっては人身の損傷程度が最も軽い者をいう。�
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図１－２－66 高齢者による交通事故件数の推移（各年12月末）
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図１－２－67 犯罪、火災による高齢者の被害の推移
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１－２－68）。

【犯罪、災害からの保護については、第２章

第３節４（３）イ「犯罪、人権侵害、悪質商法

等からの保護」及びウ「防災施策の推進」を参

照。】

ウ　家庭内における高齢者虐待

家庭内で虐待を受けている高齢者（65歳以上）

についてみると、性別では女性が８割近くを占

め、年齢階級別では75歳以上の後期高齢者が８

割を超えている。また、認知症のランク別では、

介護等を必要とするランクⅢ以上がおよそ３割

で、より自立度の高いランクⅠ及びⅡを含めた

「認知症あり」では８割近くを占めている（図

１－２－69）。

なお、虐待の加害者は、「息子」が32.1％と最

も多く、次いで、「息子の配偶者（嫁）」20.6％、

「配偶者」20.3％（「夫」11.8％、「妻」8.5％）、

「娘」16.3％となっている。

【高齢者虐待の防止については、第２章第２

節１（５）「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者

に対する支援等に関する法律の成立」及び第２

章第３節４（３）イ「犯罪、人権侵害、悪質商

法等からの保護」を参照。】

資料：総務省消防庁「今冬（平成17年12月以降）の雪による被害状況等（第61報）」�
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図１－２－69 虐待を受けている高齢者の属性
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「高齢者は何歳からか」

02

５人に１人が高齢者で、その数は2,500万人を超えた。

65歳以上を高齢者と定義すると、我が国における高齢者像はこのようになる。

50年前の昭和30年当時は、平均寿命が、男性が63.60歳、女性が67.75歳であり、おおむね

平均寿命を超えた人が高齢者と呼ばれていた。

その平均寿命は、現在（平成16年）では、男性78.64歳、女性85.59歳となり、この50年間

に男性で15歳、女性で18歳も伸びている。

また、百歳以上の長寿者は、25,000人を超えている（25,554人）。

平均寿命が伸び、元気で活動的で、社会や地域において、それまで培ってきた知識や経験をいかし

活躍している高齢者の方は多く存在する。

内閣府が行った「年齢・加齢に対する考え方に関する意識調査」から国民の意識をみると、「高齢

者」のイメージとして、一般には、「心身がおとろえ、健康面での不安が大きい」が72.0％と最も多

く、「収入が少なく、経済的な不安が大きい」、「古い考えにとらわれがち」、「周りの人とのふれあい

が少なく、孤独である」など、健康面、経済面で否定的にとらえ、「経験や知識が豊かである」、「時

間にしばられず、好きなことに取り組める」など、知識や考え方の面で肯定的にとらえている。

高齢者のとらえ方については、60歳以上を対象とした内閣府の「高齢者の日常生活に関する意識

調査」では、「70歳以上」が46.7％と最も多く、次いで、「75歳以上」が19.7％となっている。

また、20歳以上を対象とした「年齢・加齢に対する考え方に関する意識調査」においても、「70

歳以上」が48.7％で最も多く、次いで「65歳以上」が18.5％、「75歳以上」が12.9％となって

おり、両調査から、年齢に関わらず、全体の７割前後の人が「70歳以上」を「高齢者」と認識して

いることがわかる。

一方、高齢者のとらえ方について、年齢区分のほか、「年齢で一律にとらえるべきではない」との

選択肢を加えた、20歳以上を対象とした「高齢社会対策に関する特別世論調査」においては、『「65

歳以上」のまま』は21.7％、『「65歳以上」より高い年齢』が、これの２倍以上の44.4％となって

いる。また、「個々人の事情に即して判断すべきであり、年齢で一律にとらえるべきではない」が

32.9％となっている。

これら調査から、高齢者を65歳より高い年齢とするとらえ方が幅広く支持されており、年齢で一

律にとらえるべきではないとの考え方がこれに次ぐことがわかる。

このように、平均寿命の伸長、元気で活動的な高齢者の増加、「高齢者」概念に係る国民の意識の

変化等を踏まえ、高齢者自身も高齢社会の担い手・支え手の一員となり、生涯にわたり、自らの能力

や経験を生かしつつ、就労、ボランティア活動、地域活動など多様な形態で参加できるような社会を

形成する上でも、旧来の画一的な「高齢者」観、「高齢社会」観の見直しが必要ではないだろうか。
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資料：内閣府「年齢・加齢に対する考え方に関する意識調査」（平成16年）�
（％）�

あなたは、「高齢者」「お年寄り」というと、どのようなイメージを持っていますか。�
以下の文章の中から特に当てはまると思うものを３つまでお答えください。�
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資料：内閣府「高齢者の日常生活に関する意識調査」（平成16年）�
（注）調査対象は、全国60歳以上の男女�

資料：内閣府「年齢・加齢に対する考え方に関する意識調査」（平成15年）�
（注）調査対象は、全国20歳以上の男女�

資料：内閣府「高齢社会対策に関する特別世論調査」（平成17年）�
（注）調査対象は、全国20歳以上の男女�
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これ以上�
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以上�
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「65歳以上」�
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「65歳以上」�
より高い年齢�
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70歳�
以上�
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その他� わからない�

80歳�
以上�

一概には言えない� 無回答�

高齢者のイメージ




